














































































































































































































































































































































































































































拡　張　　　収　縮 全循環 拡　張 収　縮 全循環
??????????????????????????　N　P
@　　費
?ﾏ久財
ｼ耐久財
ﾏ　久　財
Tービス
e資本形成
走{消費
ヮ走{形成
走ｯ所得
ﾂ人所得
嵭p者所得
驪ﾆ者所得
ヲﾀ貸料
z　　　当
?@　　子
@　　蓄
ﾂ　　　人
驕@業　者
@　　　人
ｷ　　　府
@人所得
十15，140　　　　　－13，214
¥　　9，016　　　　－　　6，862
黶ｩ　　3，816　　　　　－　　2，828
¥　　1，275　　　　－　　1，555
¥　　1，810　　　　－　　1，748
齒¥一　3，173　　　　－　　1，758
¥　　6，124　　　　　－　　6，352
¥　　5，088　　　　　－　　5，729
¥14，ユ04　　　　－12，592
¥10，482　　　　－　　8，245
¥　　8，026　　　　　－　　5，822
黶ｩ　　　　957　　　　－　　　　760
¥　　　　ユ33　　　　　－　　　　607
¥　　1，242　　　　－　　1，112
¥　　154　　－　　　1
¥　　5．088　　　　－　　5，729
ｨ一　1，468　　　　　－　　1，383
¥　　1，404　　　　　一　　ユ，495
¥　　1，612　　　　　一　　ユ，963　　　幽
¥　　　　819　　　　　－　　1，076
十28β54
¥15，878
¥6，644
¥2，830
¥3，558
¥4，931
¥12，476
¥1，659
¥10，817
¥ 6，696
¥18，727
¥13，848
¥1，717
¥　　740
¥2，354
¥　　155
¥10，817
¥2，851
¥2，899
¥3，575
¥1，895
十21，2
¥15．〇
¥ユ6．4
¥13．8
¥31．0
¥14．4
¥55．4
¥12．〇
@一　　　一　　　一
¥22．5
¥16．4
¥19．8
¥　8．7
¥　5．7
¥30．3
¥　3．2
@辱　　P　　一
¥40．1
@一　　　冒　　　－
@匿　　　一　　　匿
@一　　　一　　　一
¥168．8
一16．4
|　9．9
黹?P，4
|15．1
|27．0
|　6．4
|493
|　6．6
@曽　　「　　謄
黷P7．6
|！ユ．6
|13．0
|　6．1
黹?T．1
|23．7
¥　1．0
@幽　　■　　・
黷R9．2
@一　　　　．　　　一
@一　　　一　　　一
@響　　，　　一
黷P74．6
十37．6
¥24．9
¥27．8
¥28．9
¥58．0
¥20．8
¥104．7
¥！8．6
@一　　　一　　　一
¥40．1
¥28．〇
¥32．8
¥14．8
¥20．8
¥54．〇
¥　2，2
@一　　・　　・
¥79．3
@一　　　一　　　一
@一　　　■　　　τ
@一　　　一　　　一
¥343．4
（注）1）　「拡張Jおよび「収縮」は，循環基礎値に対する，ピークの．年と谷の年の数暁の変動値
　　　または変動率を示す。
　　2）　基になったデータは，S．　Kuznets，　Nationαi　Incomeαnd　Comρosition，　NBER，
　　　1941　；Do．，　National　Product　since　1869，　NBER，　1946　；H．　Barger，　Outtay　and
　　　Income　in　the　United　States，1921－38，　NBER，1942，から採られている。
（出所）W．C．　Mitchell，　VVhαt　HαPPens　During　Busi’ness　Cycles，　NBER，1951，　PP．154－5，
　　324，
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増加し，収縮期には175％減少している。個人所得は16％増加し，12％減少
しただけであるから，これにくらべて法人所得の変動がいかに激しかったか
がわかるであろう。配当は拡張期には30％増加し，収縮期には24％減少して
いる。この変動率は法人所得の変動率にくらべれば小さく，したがって留保
利潤は法人所得全体の変動率よりさらに大きな率で変動したことを示してい
るが，配当の変動率も他の個人所得にくらべればはるかに高い。他方，被用
者所得の変動率はずっと小さく，拡張期の増加率は20％弱，収縮期の減少率
は13％にとどまる。拡張期には全体として所得が増大しているだけでなく，
資本と高額所得者層に有利な，そして労働者には不利な方向での所得分配の
シフトが生じていることがわかるが，高額所得者層の貯蓄率は低所得者層の
貯蓄率よりはるかに高いので，これがまた，拡張期における貯蓄の増加を加
　　　　　　　　｛］9）
尽する要因となる。
　実際，拡張期には，貯蓄は絶対額で増加するだけでなく，相対的にも，す
なわち国民所得に占める比率においても増大している。前表で，国民所得の
増加率22．5％に対して，消費の増加率は15％にとどまるという事実が，それ
を示している。上記のような法人所得の急増と所得分配関係のシフトによる
ところが大きいといってよいであろう。問題は，こうして急増する貯蓄が投
資の捌け口をみいだすことができるかどうかである。
　すでに述べたように，寡占企業の場合，マーケット・シェアがきわめて大
きく，生産量増減の価格作用が強く，生産量の増加が価格を低落させ，利潤
の減少を導く虞が強い。したがって現在の利潤率が高く，生産拡大が単位あ
たり生産コス、トの上昇を引き起こすこともなく，さらにそのための資金調達
（18）データの算出方法については，Mitchell，　op．　cit．，chap．3を参照。
（19）TNECの調査によれば，所得に対する貯蓄の割合は，1935～36年でいって，最低の500
　ドル以下の所得層ではマイナス38，8％，これに対して最高の2万ドル以上の層では50．8
　％である（U．S．Temporary　National　Economic　Committee，　Monograph　37：Saving，
　Investment，　and　National　lncome，　by　O，L．Altman，　GPO．，　1941，　p．17）．
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が容易であっても，なおかつ生産や投資の拡大を差し控えるということが起
こる。寡占企業が他の産業部門に投資することもむろんありうるが，生産財
であると消費財であるとを問わず主要な産業部門に広く寡占の支配が確立し，
参入障壁が形成される発展した寡占経済を想定すると，それも困難な場合が
多いであろう。増大する貯蓄が寡占企業をとおして投資に転化される保証は
ないといわなければならない。
　寡占経済とはいえ数のうえで圧倒的多数を占めるのは非寡占企業であるが，
貯蓄が非寡占企業をつうじて投資に転化されるという保証もまた存在しない。
寡占企業が一般に豊富な自己資金をもつだけでなく，知名度が高く，信用力
も強く，そのおかげで金融機関からの貸付をつうじ，また株式や杜債の発行
によって外部資金を容易かつ大量に動員・利用できる地位にあるのと対照的
に，非寡占企業の場合，経営が不安定で，そのため自己資金に乏しいだけで
なく，信用力も弱く，外部資金を有利な条件で大量に利用するのは困難なの
が一般的だからである。ややシェーマ化していえば，寡占経済は，大量の資
金を動員・利用できる地位にあるにもかかわらず投資の拡大に対してきわめ
て慎重な態度を採る寡占企業と，投資意欲はあっても十分な資金調達力をも
たない非寡占企業という二種類の企業グループからなる経済だといって差し
支えないであろう。
　寡占企業の発展はもともと金融資本化によって行われてきたのであり，し
たがって証券市場の発達を伴うが，証券市場の発達は好況期の株式投機を煽
り，貯蓄をこれに吸引する作用をもつ。寡占企業だけでなく，非寡占企業も，
その利用可能な資金の一部を，生産的投資にではなく株式投機に当てる傾向
が強まってくる。株式投機は資金の移転であって，需要を形成する投資では
ないから，これがまたわれわれのいう投資への貯蓄の転化を妨げる追加的要
因になるのである。
　このようにみてくると，寡占経済は，景気上昇期に増大する傾向のある貯
蓄に対して投資の捌け口を保証するメカニズムを欠く経済であることが明ら
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かである。むろん，投資の捌け口が不足するといった事態がつねに起こると
いうのではなく，それが不足する場合がありうるというにすぎないのである
が，その可能性があるという点がここでは重要なのである。そしてもし，こ
の不足がある程度以上の規模で起これば，総生産に対する総需要の不足によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tze）る景気の下降局面への転換が免れなくなるであろう。
　だが，自由競争経済のもとでは，こうした貯蓄の過剰による景気の悪化は
原則として起こりえない。前述のように，自由競争企業はマーケット・シェ
アがきわめて小さく，生産量：噌減の価格作用が皆無といっていいほど弱いと
ころがら，生産と投資の拡大に強い意欲をもつ。したがって貯蓄が増大して
も，その貯蓄が投資の捌け口をみいだしえないといった事態が生じることは
ここでは想定できない。一時的に貯蓄が過剰化することはあるにしても，そ
れも利子率の低下によってまもなく解消するはずで，利子率の低下によって
も解消しないような貯蓄の過剰を想定することは自由競争経済では非現実的
であろう。
　むろん，だからといって自由競争経済では景気の上昇が無限に続くという
わけではない。自由競争経済でも，景気の下降も恐慌も起こる。資本主義が
その確立以来，周期的に恐慌に見舞われてきたことは改めて述べるまでもな
い。しかし，自由競争経済のもとでの恐慌は，景気の上昇が続き，それによ
って労働力，原料などの生産要素の供給限界に逢着するまで経済が拡大し，
物価の急騰，投機の盛行，金融の逼迫などの景気過熱現象が出現するに至っ
（20）この場合，事前の（ex－anteの）ないし意図され．た投資と，事後の（ex－postの）ない
　し実現した投資とを区別して考えねばならない。商品が売れないために生じる在庫の増
　加は，事後の投資の基準でいえば投資（在庫投資）の増加である。この基準によれば貯
　蓄と投資はつねに等号記号で結ばれる関係にある。しかし，景気の推移にとって重要な
　のは事前の意図された投資と貯蓄の関係である。商品が売れないために生じる在庫の増
　加は意図に反して生じた現象であり，意図された投資は貯蓄を下回る。この場合には生
　産者側の意図した生産物の供給が社会の総需要を上回るところがら，生産者は生産縮小
　の動機をもち，所得は縮小の方向へと転じることになるのである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21｝たそのあとで起こるというのが通例であった。生産要素の供給限界を超えて
経済が拡大しえないのは当然で，それが恐慌の勃発となって現れるのは資本
主義に特有の現象であるにしても，そのこと自体は全ての体制に共通する経
　　　　　　　　　　　　　｛22｝済原則といってよいであろう。
　しかし，寡占経済ではそうではない。寡占経済でも景気の上昇＝経済の拡
大が生産要素の供給限界を超えて続きえないのはむろんであるが，ここでは
さらに，貯蓄の過剰＝投資の不足というそれとは別の原因による景気の下降
が起こりうることが特徴的である。こうした原因による景気の下降が寡占経
済のもとではつねに起こるとはいえないことはさきにも述べたとおりである
し，起こるとしても景気上昇過程のどの時点で起こるかを一義的に確定する
ことはできない。しかし，そうした原因による景気下降の可能性が存在する
以上，生産要素の供給限界に逢着するまで景気が上昇し，経済が拡大すると
いう保証が存在しないこともまた確かである。そこまで景気が上昇し，経済
が拡大する以前の時点で，すなわち景気上昇半ばの時点で，景気が下降に転
じる可能性があることを否定できない。そうした時点での景気の下降を景気
上昇の挫折と呼ぶとすれば，寡占経済は景気上昇挫折の可能性を内蔵した経
済システムだといえる。まずその点で，寡占経済は自由競争経済にはないマ
クロ的難点をもつ経済であることを理解しておくことが重要である。
⑳　資本主義経済における恐慌の必然性をどう説くかについては多くの説があるが，大別
　すれば，部門間不均衡説，過少消費説，および労働力不足説の三つに分けることができ
　る。われわれの考えは生産要素の供給限界を重視する点で労働力不足説に近いが，しか
　しまた，労働力だけでなく，他の生産要素の供給限界も景気の上昇に限界を画しうると
　考えている点でそれと若干異なるであろう。ここではこの問題にこれ以上立ち入ること
　はできないが，遊部久蔵ほか編『資本論講座7：恐慌　資本論以後』青木書店，1964年，
　の「II研究と論争」　（大内力・伊藤誠・大内秀明）；伊藤誠「恐慌の基礎理論」大内力編
　『現代の景気と恐慌』有斐閣，1978年，などが議論の整理に役立つであろう。
⑳　経済原則という言葉の用語法については，宇野弘蔵『経済学方法論』東京大学出版会，
　1962年，3－9ページをみよ。
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